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議案第１０２号                    【総務部総務課】 

 港区議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条 

 例 

 

 

 本案は、港区特別職報酬等審議会の答申を受け、区議会議員の議員報酬の額

等を改定するものです。 

 

 【条例改正の背景】 

  港区特別職報酬等審議会は、区議会議員の議員報酬の額等並びに区長、副区長、教育委

員会教育長及び常勤の監査委員の給料の額等並びに政務活動費の額について、区長からの

意見の求めに応じ、審議するため、区長の付属機関として設置されています。 

  この審議会から答申を受けたことを踏まえ、区議会議員の議員報酬の額等を改定します。 

 

 【条例改正の内容】 

  ①議員報酬月額を次のとおり引き上げます。 

   ・議  長  ９１万１，４００円 → ９１万９，６００円 

   ・副 議 長  ７８万７，８００円 → ７９万４，９００円 

   ・委 員 長  ６５万６，２００円 → ６６万２，１００円 

   ・副委員長  ６２万８，８００円 → ６３万４，５００円 

   ・議  員  ６１万６，７００円 → ６２万２，３００円 

  ②令和６年度の期末手当の支給月数を引き上げます。 

   ・１２月支給分 ２．００月 → ２．２０月 

  ③令和７年度以降の期末手当の支給月数を次のとおり改定します。 

６月分 １２月分 年 間 

２．１０月 

(０．１０) 

２．１０月 

(０．１０) 

４．２０月 

(０．２０) 

          （括弧内は、現行規定からの引上げ月数） 

  ※この引上げに伴い、令和６年度以降の期末手当の年間支給月数は、次のように改定さ

れます（括弧内は、引上げ月数）。 

   ・４．００月 → ４．２０月（０．２０月） 

 

 【施行期日】 

  ①及び②については公布の日、③については令和７年４月１日 

 【適用期日】 

  ①については令和６年４月１日（現職に限り適用します。） 

②については同年１２月１日  

令和６年第４回港区議会定例会追加議案の概要 



２ 

 

議案第１０３号                    【総務部総務課】 

 港区長等の給料等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 本案は、港区特別職報酬等審議会の答申を受け、区長等の給料の額等を改定

するものです。 

 

 【条例改正の背景】 

  港区特別職報酬等審議会は、区議会議員の議員報酬の額等並びに区長、副区長、教育委

員会教育長及び常勤の監査委員の給料の額等並びに政務活動費の額について、区長からの

意見の求めに応じ、審議するため、区長の付属機関として設置されています。 

  この審議会から答申を受けたことを踏まえ、区長等の給料の額等を改定します。 

 

 【条例改正の内容】 

  ①給料月額を次のとおり引き上げます。 

   ・区 長  １２６万１，７００円 → １２７万３，１００円 

   ・副区長  １０１万４，６００円 → １０２万３，７００円 

  ②令和６年度の期末手当の支給月数を引き上げます。 

   ・１２月支給分 ２．００月 → ２．２０月 

  ③令和７年度以降の期末手当の支給月数を次のとおり改定します。 

６月分 １２月分 年 間 

２．１０月 

(０．１０) 

２．１０月 

(０．１０) 

４．２０月 

(０．２０) 

         （括弧内は、現行規定からの引上げ月数） 

  ※この引上げに伴い、令和６年度以降の期末手当の年間支給月数は、次のように改定 

   されます（括弧内は、引上げ月数）。 

   ・４．００月 → ４．２０月（０．２０月） 

 

 【施行期日】                 

  ①及び②については公布の日、③については令和７年４月１日 

 

 【適用期日】 

  ①については令和６年４月１日（現職に限り適用します。） 

  ②については同年１２月１日 
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議案第１０４号                    【総務部総務課】 

 港区教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 本案は、港区特別職報酬等審議会の答申を受け、教育長の給料の額を改定す

るものです。 

 

 【条例改正の背景】 

  港区特別職報酬等審議会は、区議会議員の議員報酬の額等並びに区長、副区長、教育委

員会教育長及び常勤の監査委員の給料の額等並びに政務活動費の額について、区長からの

意見の求めに応じ、審議するため、区長の付属機関として設置されています。 

  この審議会から答申を受けたことを踏まえ、教育長の給料の額を改定します。 

 

 【条例改正の内容】 

  給料月額を次のとおり引き上げます。 

  ・９４万２，７００円 → ９５万１，２００円 

 

 【施行期日】 

  公布の日 

 

 【適用期日】 

  令和６年４月１日 

 

 ※教育長の期末手当については、港区教育委員会教育長の給与等に関する条例第４条の規

定により、港区長等と同様の引上げとなります。 
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議案第１０５号                    【総務部総務課】 

 港区常勤の監査委員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 本案は、港区特別職報酬等審議会の答申を受け、常勤の監査委員の給料の額

を改定するものです。 

 

 【条例改正の背景】 

  港区特別職報酬等審議会は、区議会議員の議員報酬の額等並びに区長、副区長、教育委

員会教育長及び常勤の監査委員の給料の額等並びに政務活動費の額について、区長からの

意見の求めに応じ、審議するため、区長の付属機関として設置されています。 

  この審議会から答申を受けたことを踏まえ、常勤の監査委員の給料の額を改定します。 

 

 【条例改正の内容】 

  給料月額を次のとおり引き上げます。 

  ・７５万４，２００円 → ７６万１，０００円 

 

 【施行期日】 

  公布の日 

 

 【適用期日】 

  令和６年４月１日 

 

 ※常勤の監査委員の期末手当については、港区常勤の監査委員の給与等に関する条例第４

条の規定により、港区長等と同様の引上げとなります。 
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議案第１０６号                    【総務部人事課】 

 港区職員の給与に関する条例及び港区会計年度任用職員の給与及び費用弁 

 償に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 本案は、特別区人事委員会の勧告を受け、職員及び会計年度任用職員の給与

の改定等をするものです。 

 

 【条例改正の背景】 

  特別区人事委員会は、公民比較を行った結果、職員の給与が民間従業員の給与を下回っ

ていた較差１１，０２９円（２．８９％）を解消するため、月例給を引き上げる給料表の

改定をすることが適当であると判断し、令和６年１０月９日に勧告しました。 

  職員団体等との交渉が妥結したため、職員及び会計年度任用職員の給与の改定等をしま

す。 

 

 【条例改正の内容】 

  ①職員及び会計年度任用職員の給料月額を引き上げます。 

   【行政職給料表（一）における改定後の給料月額差額（例）】 

    

 

 

 

 

 

  ②令和６年度の医師及び歯科医師に係る初任給調整手当の上限額を引き上げます。 

   ・２６万８，５００円 → ２７万５，７００円 

  ③給料表の適用がないパートタイム会計年度任用職員の報酬の上限額を引き上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデルケース 級・号級 改定後給料月額差額 

係員（２２歳） １級２９号給 ２３，８００円（１２．１％）増 

係員（３０歳） １級５１号給 １５，７００円（ ６．９％）増 

主任（４１歳） ２級５９号給 ３，９００円（ １．３％）増 



６ 

 

 

  ④令和６年１２月支給分の期末手当及び勤勉手当の支給月数を引き上げます。 

 期末手当 勤勉手当 

 １２月分 年 間 １２月分 年 間 

管 理 職 員 
1.125月 

(0.1) 

2.15月 

(0.1) 

1.40月 

(0.1) 

2.70月 

(0.1) 

管理職員以外の職員 
1.30月 

(0.1) 

2.50月 

(0.1) 

1.225月 

(0.1) 

2.35月 

(0.1) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

（管 理 職 員） 

0.6375月 

(0.05) 

1.225月 

(0.05) 

0.6875月 

(0.05) 

1.325月 

(0.05) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

(管理職員以外の職員) 

0.725月 

(0.05) 

1.40月 

(0.05) 

0.60月 

(0.05) 

1.15月 

(0.05) 

会計年度任用職員 
1.30月 

(0.1) 

2.50月 

(0.1) 

1.225月 

(0.1) 

2.35月 

(0.1) 

                   （括弧内は、現行規定からの改定月数） 

  ⑤令和７年度以降の医師及び歯科医師に係る初任給調整手当の上限額を引き上げます。 

   ・２７万５，７００円 → ３１万５，２００円 

  ⑥令和７年度以降の期末手当の各支給月における支給月数を次のとおり引き上げます。 

【期末手当】 ６月分 １２月分 年 間 

管 理 職 員 
1.075月 

(0.05) 

1.075月 

(0.05) 

2.15月 

(0.1) 

管理職員以外の職員 
1.25月 

(0.05) 

1.25月 

(0.05) 

2.50月 

(0.1) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

（管 理 職 員） 

0.6125月 

(0.025) 

0. 6125月 

(0.025) 

1.225月 

(0.05) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

(管理職員以外の職員) 

0.70月 

(0.025) 

0.70月 

(0.025) 

1.40月 

(0.05) 

会計年度任用職員 
1.25月 

(0.05) 

1.25月 

(0.05) 

2.50月 

(0.1) 

                （括弧内は、現行規定からの改定月数） 

  

 

 



７ 

 

 

  ⑦令和７年度以降の勤勉手当の各支給月における支給月数を次のとおり引き上げます。 

【勤勉手当】 ６月分 １２月分 年 間 

管 理 職 員 
1.35月 

(0.05) 

1.35月 

(0.05) 

2.70月 

(0.1) 

管理職員以外の職員 
1.175月 

(0.05) 

1.175月 

(0.05) 

2.35月 

(0.1) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

（管 理 職 員） 

0.6625月 

(0.025) 

0.6625月 

(0.025) 

1.325月 

(0.05) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

(管理職員以外の職員) 

0.575月 

(0.025) 

0.575月 

(0.025) 

1.15月 

(0.05) 

会計年度任用職員 
1.175月 

(0.05） 

1.175月 

 (0.05) 

2.35月 

(0.1) 

                （括弧内は、現行規定からの改定月数） 

 

  ⑧次のとおり扶養手当の配偶者又はパートナーシップ関係の相手方に係る手当の廃止及

び子に係る手当の月額の引上げを段階的に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

【施行期日】 

  ①から④までについては公布の日、⑤から⑧までについては令和７年４月１日 

 

 【適用期日】 

  ①から③までについては令和６年４月１日、④については同年１２月１日 

 

  

 現 行 改正案 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

配偶者、パー

トナーシップ

関係の相手方 

６，０００円 ４，０００円 ２，０００円 廃 止 

子 ９，０００円 ９，５００円 １０，０００円 １０，５００円 
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議案第１０７号      【教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課】 

 港区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 本案は、特別区人事委員会の勧告を受け、幼稚園教育職員の給与の改定等を

するものです。 

 

 【条例改正の背景】 

  特別区人事委員会は、公民比較を行った結果、職員の給与が民間従業員の給与を下回っ

ていた較差１１，０２９円（２．８９％）を解消するため、月例給を引き上げる給料表の

改定をすることが適当であると判断し、令和６年１０月９日に勧告しました。 

  職員団体等との交渉が妥結したため、幼稚園教育職員の給与の改定等をします。 

 

 【条例改正の内容】 

  ①給料月額を引き上げます。 

   【幼稚園教育職員給料表における改定後の給料月額差額（例）】 

 

 

 

 

   

 

  ②令和６年１２月支給分の期末手当及び勤勉手当の支給月数を引き上げます。 

 期末手当 勤勉手当 

 １２月分 年 間 １２月分 年 間 

管 理 職 員 
1.125月 

(0.1) 

2.15月 

(0.1) 

1.40月 

(0.1) 

2.70月 

(0.1) 

管理職員以外の職員 
1.30月 

(0.1) 

2.50月 

(0.1) 

1.225月 

(0.1) 

2.35月 

(0.1) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

（管 理 職 員） 

0.6375月 

(0.05) 

1.225月 

(0.05) 

0.6875月 

(0.05) 

1.325月 

(0.05) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

(管理職員以外の職員) 

0.725月 

(0.05) 

1.40月 

(0.05) 

0.60月 

(0.05) 

1.15月 

(0.05) 

                   （括弧内は、現行規定からの改定月数） 

  

モデルケース 級・号級 改定後給料月額差額 

教諭（２２歳） １級１３号給 ２５，２００円（１２．１％）増 

教諭（３３歳） １級５３号給 ９，５００円（ ３．４％）増 

主任教諭（４４歳） ２級５７号給 ３，４００円（ ０．９％）増 



９ 

 

 

  ③令和７年度以降の期末手当の各支給月における支給月数を次のとおり引き上げます。 

【期末手当】 ６月分 １２月分 年 間 

管 理 職 員 
1.075月 

(0.05) 

1.075月 

(0.05) 

2.15月 

(0.1) 

管理職員以外の職員 
1.25月 

(0.05) 

1.25月 

(0.05) 

2.50月 

(0.1) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

（管 理 職 員） 

0.6125月 

(0.025) 

0. 6125月 

(0.025) 

1.225月 

(0.05) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

(管理職員以外の職員) 

0.70月 

(0.025) 

0.70月 

(0.025) 

1.40月 

(0.05) 

                （括弧内は、現行規定からの改定月数） 

  ④令和７年度以降の勤勉手当の各支給月における支給月数を次のとおり引き上げます。 

【勤勉手当】 ６月分 １２月分 年 間 

管 理 職 員 
1.35月 

(0.05) 

1.35月 

(0.05) 

2.70月 

(0.1) 

管理職員以外の職員 
1.175月 

(0.05) 

1.175月 

(0.05) 

2.35月 

(0.1) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

（管 理 職 員） 

0.6625月 

(0.025) 

0.6625月 

(0.025) 

1.325月 

(0.05) 

定年前再任用短時間勤務職員 

暫 定 再 任 用 職 員 

(管理職員以外の職員) 

0.575月 

(0.025) 

0.575月 

(0.025) 

1.15月 

(0.05) 

               （括弧内は、現行規定からの引上げ月数） 

  ⑤次のとおり扶養手当の配偶者又はパートナーシップ関係の相手方に係る手当の廃止及

び子に係る手当の額の引き上げを段階的に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 【施行期日】①及び②については公布の日、③から⑤までについては令和７年４月１日 

 【適用期日】①については令和６年４月１日、②については同年１２月１日 

 現 行 改正案 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

配偶者、パー

トナーシップ

関係の相手方 

６，０００円 ４，０００円 ２，０００円 廃 止 

子 ９，０００円 ９，５００円 １０，０００円 １０，５００円 



１０ 

 

議案第１０８号                  【企画経営部財政課】 

 令和６年度港区一般会計補正予算（第５号） 

 

 

 【内容】 

  本案の概要は、別表のとおりです。 

 

 



　１　歳入歳出予算補正

（単位：千円）

１　議　会　費 714,467 9,694 724,161 １ 議員人件費を計上 9,694
 (1)報酬 (9,694 )

２　総　務　費 37,456,597 236,597 37,693,194 １ 職員人件費を計上 236,216
 (1)特別職 (1,149 )
 (2)一般職員 (125,435 )
 (3)会計年度任用職員 (109,632 )

２ 委員人件費を計上 381
 (1)常勤監査委員 (381 )

８　教　育　費 27,264,488 475 27,264,963 １ 職員人件費を計上 475
 (1)特別職 (475 )

歳出合計 189,775,804 246,766 190,022,570

　繰越金 246,766

475

246,766

特　定　財　源 一　般　財　源

9,694

236,597

　　　議案第１０８号 別表
令和６年度港区一般会計補正予算（第５号）概要

款 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

補　　正　　額　　の　　説　　明


	令和６年第４回港区議会定例会追加議案の概要
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